[image: image1.png]. J = X
o [Fn b o T
€T< 4L 4L 4L 4L 4L

.




[image: image2.png]



[image: image3.png]



[image: image4.png]



レポートの作成趣旨

　○　本県では、2010年（平成22年）3月に、「安心、希望、そして風格ある愛知へ」を基本方針とする地域づくりの新たな羅針盤として、「政策指針2010-2015」を策定した。政策指針の的確な推進を図っていくため、毎年度、年次レポートを作成し、指針に示されている政策の進捗状況や新たに取り組むべき課題の把握など、指針のさらなる充実や時代変化に応じた見直しを図っていくこととしている。

　○　政策指針の推進初年度となる2010年度は、指針に位置づけた政策を実行する具体的な道筋を明らかにしていくため、指針の前半期に当たる2010～2012年度の取組工程を示す実行計画を年次レポートとして作成する。

なお、近年の社会経済の大きな変化の中で、構造的ともいえるような新たな課題が顕在化しており、中長期的な観点から、政策を有機的に連携させながら対応を図っていくことが必要なものもあることから、参考として、政策指針の中の関連する取組・施策を政策パッケージにし、そうした構造的課題への対応を分かりやすく示していく。


レポートの構成

　■主要政策50の実行計画［2010‐2012年度］
　　　当面3か年の政策実行に当たっての考え方を示しつつ、「政策指針2010-2015」で示した50の主要政策について、個々の事業の目標数値なども盛り込みながら、2010～2012年度の3か年の取組工程を明らかにする。

　■〔参考〕構造的課題を受け止める主要政策間の連携
　　　中長期的観点から、政策を連携させながら取組を進めていく必要がある構造的な課題に対し、政策指針の中の関連する取組・施策を８つの政策パッケージとしてまとめ、めざすべき将来像や展開イメージを示しつつ、また、政策全体の中での県の役割を明確にしながら、対応方向を分かりやすく紹介する。



　　「政策指針2010－2015」で示した50の主要政策について、指針の前半期に当たる2010年度から2012年度までの３か年の取組工程を明らかにする。

　　今後３か年の政策実行にあたっての考え方









　　社会経済の大きな変化の中で新たに顕在化した構造的な課題に対しては、政策指針の中の取組・施策を有機的に連携させながら取組を進めていくことが必要なものもある。
　　そうした構造的課題への対応について、以下の８つの政策パッケージとして整理し、展開方向を示す。







































音声コード用概要版





〔参考〕構造的課題を受け止める主要政策間の連携





①つながりの再生による安心と信頼の地域社会づくり


②若者が意欲を持ち、自立できる社会づくり


③未来社会を切り拓くモノづくり産業の創出


④豊かな暮らしを創出する産業の振興


⑤地球の命をつなぐ先駆的圏域づくり


⑥ソフトパワーの発揮による愛知の魅力発信


⑦アジアとの一体的発展をめざした交流連携の強化


⑧競争力のある中部広域交流圏づくり





これらの構造的課題に対して、連携して取り組むべき施策を8つの政策パッケージに整理





首都圏の国際空港の拡充などを背景に、首都圏一極集中の動きが再び加速する兆し。わが国産業をリードする中部圏にふさわしい基盤づくりが必要





世界の成長軸が先進国からアジアなどの新興国へとシフトする中、アジアを一つの経済圏ととらえ、アジアの成長を取り込むことが必要





成熟した先進国の都市圏にふさわしい、新たな文化や価値を発信できるソフトパワーの強化が必要





世界・アジアを惹きつける


　風格の大都市圏に向けて





政府の90年比25％の温室効果ガス削減目標や、COP10開催を踏まえ、持続可能な地域づくりのモデルとなる取組が必要





外需への依存が強い本県産業は世界経済の影響を受けやすい構造。外部環境の変化に比較的強い安定した内需型産業の振興が必要





持続可能な


　地域・産業構造に向けて





非正規雇用の拡大等に伴い、若者の中には、低所得で不安定な雇用の中、家族形成さえも困難となる者も増加しており、地域全体で若者の自立を支援することが必要





世界的な経済環境の悪化により、特定の輸出型産業に過度に依存した産業構造の脆さが顕在化。複数の成長の柱となるモノづくり産業の育成が必要





地域社会における互助機能が弱体化。老人の孤立死、児童虐待、犯罪の発生などが問題となる中、地域社会における新たな支えあいの仕組みが必要





つながり・絆による


　包容力のある社会に向けて





○　「政策指針2010-2015」では、直面する危機からの脱却を最優先課題として取り組み、その上で、持続可能な産業・社会構造への転換や新たな文化や価値の発信などによって、風格ある愛知をめざすことを地域づくりの基本方針として掲げている。


○　2010～2012年度の３か年は、次なる発展のための足場固めの時期と位置づけ、当面の緊急課題に重点を置きつつも、将来への飛躍に向けた種まきも着実に行っていくことが必要。


○　第五次行革大綱のもと、徹底した行財政改革に取り組むとともに、政策の優先順位付けなどメリハリのある政策運営を行うことが必要。











地域づくりにおける３か年の位置づけ・考え方





○　本県財政はかつてない危機的状況。財政中期試算では、2011年度以降4年間は2千億円を超える収支のかい離が生じる見込み。


○　本県財政が直ちに好転することは想定しがたく、当面は極めて厳しい財政状況を前提に県政運営を行っていかざるを得ない状況。





未曾有の財政危機





○　世界経済は、各国政府の景気刺激策や中国など新興国の成長に支えられる形で回復を続けているものの、先行きは不透明な状況。


○　本県経済も、輸出の回復や政策効果もあって、一時期の危機的状況からは脱し、持ち直しているが、雇用情勢などは依然厳しい状況。


○　医療や介護・福祉など安心社会を支えるシステムにほころびが生じており、国の制度見直しに向けた議論も踏まえた対応が必要。


○　トリエンナーレやCOP10、知の拠点など、愛知の将来の発展にとって不可欠な主要事業は着実に進展。











本県を取り巻く社会経済情勢、主要事業の進捗











年次レポートの作成趣旨と構成











主要政策50の実行計画[2010－2012年度]





政策指針2010－2015　平成22年度版年次レポート


政策指針実行計画[2010－2012年度]
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